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総務財政委員会報告書（案） 

令和４年12月14日 

北九州市議会議長 鷹 木 研一郎 様 

総務財政委員会委員長 田 中  元  

本委員会は、次の事件について調査を終了したので、北九州市議会会議規則第101

条の規定により報告します。

１ 調査事件 

  大都市財政の実態に即応する財源の拡充について 

  指定都市では、社会・経済情勢の変化に伴い、社会保障制度の充実向上等の財政

需要が増加しているが、これらの財政需要に対し税制上十分な措置がなされていな

いこと等により、その財政運営は極めて厳しい状況にある。 

  本委員会は、こうした状況を踏まえ、従前のとおり大都市財政の実態に即応する

財源の拡充について指定都市議会と共同して取り組むこととした。 

２ 調査の経過及び結果 

 ○ 令和４年10月26日 総務財政委員会 

   指定都市が共同で取りまとめた「大都市財政の実態に即応する財源の拡充につ

いての要望」のとおり、指定都市議会と共同で国に対する要望活動を行うことを

決定し、令和４年10月６日の指定都市議会の税財政関係特別委員長会議での決定

事項に従い、各党派に対する要望活動を行うことを確認した。 

また、従来から要望活動にあわせて行われている各市の個別要望における本市

の個別要望事項を決定した。 

（１）「大都市財政の実態に即応する財源の拡充についての要望」（要旨） 

≪税制関係≫ 

ア 真の分権型社会の実現のための国・地方間の税源配分の是正 

（ア）消費税、所得税、法人税等、複数の基幹税からの税源移譲を行い、国・

地方間の「税の配分」をまずは５：５とし、さらに、国と地方の役割分担

を抜本的に見直した上で、その新たな役割分担に応じた「税の配分」とな

るよう、地方税の配分割合を高めていくこと。 

（イ）地方自治体間の財政力格差の是正は、法人住民税などの地方税収を減ず

ることなく、国税からの税源移譲等、地方税財源拡充の中で地方交付税な

ども含め一体的に行うこと。 

イ 大都市特有の財政需要に対応した都市税源の拡充強化 

都市税源である消費・流通課税及び法人所得課税の配分割合を拡充すること。 
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特に、地方消費税と法人住民税の配分割合を拡充すること。 

ウ 事務配分の特例に対応した大都市特例税制の創設 

道府県から指定都市に移譲されている事務・権限及び新たに移譲される事

務・権限について所要額が税制上措置されるよう、道府県から指定都市への

税源移譲により大都市特例税制を創設すること。 

≪財政関係≫ 

ア 国庫補助負担金の改革 

（ア）国と地方の役割分担の見直しを行った上で、国が担うべき分野について  

は、必要な経費全額を国が負担するとともに、地方が担うべき分野につい

ては、国庫補助負担金を廃止し、所要額を全額税源移譲すること。 

（イ）税源移譲されるまでの間、地方が必要とする国庫補助負担金の総額を確

保するとともに、地方にとって、自由度が高く活用しやすい制度とするこ

と。 

イ 国直轄事業負担金の廃止 

国と地方の役割分担の見直しを行った上で、国が行うこととされた国直轄

事業については、地方負担を廃止すること。また、現行の国直轄事業を地方

へ移譲する際には、所要額を全額税源移譲すること。 

ウ 地方交付税の必要額の確保と臨時財政対策債の廃止 

（ア）地方交付税は、地方固有の財源であることから、国の歳出削減を目的と  

した総額の一方的な削減は決して行わず、大都市特有の財政需要を反映さ

せるなど、地域社会に必要不可欠な一定水準の行政サービスの提供に必要

な額を確保すること。特に、新型コロナウイルスの感染拡大を契機として

経常的に見込まれる財政需要についても必要な財政措置を行うこと。 

（イ）地方財源不足の解消は、地方交付税の法定率引き上げなどにより対応し、

臨時財政対策債は速やかに廃止すること。 

（ウ）地方交付税の算定に当たっては、地方交付税額の予見可能性を確保する

こと。 

（２）本市の個別要望事項（要旨） 

ア 原油価格・物価高騰対策 

原油価格・物価高騰に対する事業者支援の強化、保育所、幼稚園、放課後児  

童クラブ等への光熱費の支援、介護サービス事業所及び障害福祉サービス事業

所等への光熱費・食材費の支援、学校給食に使用する食材の価格高騰分の支援

を要望するもの。 

イ 新型コロナウイルス感染症対策 

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金の指定都市へ

の継続的な財政措置、新型コロナウイルス感染症対策に伴う医療体制の強化、

新型コロナウイルス感染症対策にかかる保育所、幼稚園、放課後児童クラブへ

の継続的な支援、ひとり親世帯への支援制度の充実・強化、学校ＩＣＴ環境の

推進・維持に係る財源の確保を要望するもの。 

ウ 北九州空港の機能拡充・活性化に向けた支援 
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滑走路延長の早期事業化・早期供用に向けた協力、物流拠点機能の向上に向

けた協力、新門司沖土砂処分場（３工区）の活用に向けた協力、新型コロナウ

イルス感染症の影響を受けた航空業界への支援を要望するもの。 

エ 脱炭素「再エネ100％北九州モデル」の全国展開へ向けた支援 

脱炭素先行地域の規模に応じた交付金の上限額の設定、蓄電池コストの低減

を目指した蓄電池リユース・リサイクルのための支援を要望するもの。 

オ カーボンニュートラルの実現に資する洋上風力発電関連産業をはじめとした 

エネルギー産業の総合拠点化に向けた支援 

地域配分を考慮した早期かつ継続的な促進区域の指定、市場創出のスピード

に合わせた「サプライチェーン対策のための国内投資促進補助事業」の柔軟な

運用、基地港湾や作業船基地等インフラ整備予算の確保など洋上風力発電の普

及を支える基地港湾等の整備に対する支援、「環境保全とスピード感を両立し

た国主導による日本版セントラル方式の確立」、「九州中国間の送電網強化及び

産学官が連携した人材育成の取組み」など、環境と経済の好循環によるゼロカ

ーボンシティの実現に向けた本市地域エネルギー政策の推進に対する支援、カ

ーボンニュートラルポート（ＣＮＰ）形成計画の実現に向けた各取組みの実施

への支援を要望するもの。 

カ 下関北九州道路の早期実現 

地域のニーズや喫緊の課題に的確に応えていくため、下関北九州道路の整備 

促進に向けた財源の安定的な確保を要望するもの。（なお、日本共産党は要望し

ないこととされた。） 

（３）党派別要望日程 

党 派 実施日 備 考 

自由民主党 11月２日(水) 田中委員長出席 

公 明 党 11月４日(金) 冨士川委員出席 

立憲民主党 11月11日(金) 森本委員出席 

日本共産党 11月11日(金) 大石委員出席 

日本維新の会 11月16日(水) 篠原委員出席（Ｗｅｂ開催） 

国民民主党 11月10日(木)  

社会民主党 11月４日(金)  

 ○ まとめ 

   真の分権型社会の実現には、国と地方の役割分担の抜本的な見直しと、税源移

譲による税源配分の是正などによる地方税財源の拡充強化が必要である。 

   また、大都市においては、増大する財政需要に対応しつつ自主的かつ安定的な

財政運営を行うため、その実態に即応した税財政制度が確立されなければならな

い。 

議会においても、引き続き時宜を捉えて国に対する要望活動を行っていくこと

が求められている。 


